
 

HRIDAYA YOGA SCHOOL 利用規約 

 

 

利用お申込み前に、必ずお読みください。お申し込みをもって規約に同意したものとみなします。 

  

 

第１条（適用範囲） 

HRIDAYA YOGA SCHOOL の講師（以下、「当スタジオ」といいます。）は、当スタジオが開催するすべての講

座（以下、「本講座」といいます。）および相談業務について、以下のとおり利用規約（以下、「本規約」といい

ます。）を定めます。本講座と相談業務を利用するためには、本利用規約の全てに同意していただく必要があり、

本講座と相談業務を利用したときは、本規約に同意したものとみなされるものとします。なお、本規約に同意し

た時点で双方の契約内容となります。 

 

 

第２条 本規約の変更 

当スタジオは本講座および相談業務、本規約を予告なく改訂、追加、変更又は廃止することができるものとしま

す。 

 

 

第３条（禁止行為）  

 

（１）当スタジオとの通信内容、作成書類の公開、転載。  

 

（２）当スタジオに不利益となる全ての行為。  

 

（３）当スタジオ内で許可なく録音および録画、撮影する行為。   

 

 

第４条（面談） 

当スタジオが必要と判断した場合は、利用者もしくは利用希望者との面談を請求できます。 

 

 

第５条（相談業務） 

 

（１）メールでの相談および問い合わせは初回のみ無料とします。  

 

（２）相談および問い合わせに関する回答に関して当スタジオは一切の責を負いません。  

 

（３）有料相談に至る場合、当スタジオは事前に利用者もしくは利用者希望者に告知しなければなりません。相

談料については別途定めるものとします。  

 



（４）相談内容によっては回答をしない場合もあります。  

 

（５）万一、解決に至らない場合でも料金は頂戴します。 

 

 

第６条（受講の条件） 

本講座の受講には次の条件を満たすことが必要です。 

 

（１）受講者がヨガ（瞑想を含む）の実践によって受講者自らの精神的、身体的な状態向き合うことになること

を理解した上で、それを他の受講者とある程度の共有ができる精神状態にあること。 

 

（２）受講者が精神科疾患やアレルギー、疾病、身体的障がい、負傷、妊娠等の状態にある場合には、受講申込

み前に必ず主治医に相談し、主治医の許可および講座受講に関する同意を得ていること。なおかつ当スタジオに

それを本講座申込み時に申告していること。 

 

（３）受講者が自身の健康状態を把握し、受講者自身の判断で身体的及び精神的限界を超えない範囲でレッスン

に参加でき、レッスン中に負傷・疾病などが発生した場合は、速やかに講師へ報告し、自ら責任を負う能力を有

していること。 

 

 

第７条（利用の申込み） 

本講座および相談業務の利用申込みは、当スタジオ等が定める所定の方法に従って行うものとします。 

 

 

第８条（利用留保） 

当スタジオが適切でないと判断した場合は、利用をお断りする場合もあります。   

 

 

第９条（利用契約の成立） 

本講座および相談業務の利用申込みをした時点で利用契約が成立するものとします。但し、申込み後数日経過し

て受講料および相談料の決済をした場合、当スタジオの承認をもって利用契約が成立するものとします。なお、

定員に達している等の理由によって当スタジオの承認が得られなかった場合、決済済みの受講料および相談料の

全額から返金にかかる振込手数料と事務手数料 3,000円を差し引いた額を返金します。 

 

  

第１０条（受講料および相談料の額） 

受講料および相談料の額は、講座ごとに、別途定めるものとします。 

 

 

第１１条（受講料および相談料の改定） 

受講料および相談料等の価格は、当スタジオの裁量によって決定し、随時改定できるものとします。受講料およ

び相談料等が改定によって値下げされた場合でも、利用者は当スタジオに対し、改定後の受講料および相談料と



の差額の返還または補償を求めることはできません。  

 

 

第１２条（決済方法） 

本講座の受講料および相談料の決済方法は次に定めるとおりです。なお、領収書の発行はいたしません。ただし、

銀行振込にてお支払いの場合は各金融機関発行の振込明細票を正規領収書としてご利用いただけます。 すべて

の銀行振込による決済の際の振込手数料はお支払者がご負担ください。 

 

（１）銀行振込  

受講料もしくは利用料のうちの定められた金額を、下記の指定口座へお振込み下さい。 

 

－ゆうちょ銀行－ 

〈店名〉〇一八（ゼロイチハチ） 

〈店番〉０１８ 

〈預金種目〉普通預金 

〈口座番号〉９２３１４５０ 

〈口座名〉HRIDAYA  YOGA  SCHOOL 

 

メンバーシップ制レッスンの場合は、初回は申込み成立から 7 日以内に、それ以降は毎月 10 日までに月額受講

料をお振込み下さい。なお、締切日までにお支払いがない場合、日利 1％の遅延損害金が発生いたします。 

 

（２）事前メール請求書払い（クレジットカード、デビットカード、プリペイドカード対応）  

受講申し込み時のメールアドレスに請求書を送付いたします。受講料もしくは利用料のうちの定められた金額の

支払い手続きをお願いいたします。なお、一部講師（大川さつき、芥川洋輔、芥川舞子）以外のレッスンの支払

いには利用できません。 

 

 

第１３条（講座開催日前の解約） 

本講座については、次に定めるとおりのキャンセル料が発生いたします。なお、「講座開催の日」はその最初の

日をいい（以下、同じ）、「講座開始」とは、その最初の日の講座が始まる時刻とします。また、本講座のキャン

セルの通知があった時点は、メール、郵送その他明確な方法による通知が当スタジオ等に到達し、当スタジオ等

が覚知したとします。 

 

講座開催の日の 14日前から 7日前までの間にキャンセルの通知があった場合        

  受講料の額の 50％の額 

 

講座開催の日の 6日前から講座開始の 3日前までの間にキャンセルの通知があった場合 

 受講料の額の 70％の額 

 

講座開始の 2日前以降から講座開始までの間にキャンセルの通知があった場合       

 受講料の額の 100％の額 

 



  

第１４条（講座開講日以降の解約）  

本講座開催の日以降の受講者からの解約（受講契約の解除）は認められませんので、解約の申し出をされても受

講料の返金は一切いたしません。 

 

  

第１５条（受講料の返金） 

受講者の都合による欠席および遅刻や当スタジオの都合による本講座の代講および休講遅延等を理由にした受

講料の返金は一切いたしません。 

 

 

第１６条（講座の開催日） 

本講座の開催日は、講座ごとに別途定めるものとします。 

 

 

第１７条（講座の受付時間） 

本講座は開始時刻の 15 分前より開場致します。それ以前の入場は防犯上の理由でお断りします。退場やレッス

ン後の更衣室の使用については、実際のレッスン終了時間の 15分後までとなります。 

 

 

第１８条（講座の所要時間） 

本講座は講師の判断で、事前予告なしに最大１時間短縮もしくは延長できるものとします。 

 

 

第１９条（欠席および遅刻） 

レッスンを欠席もしくは遅刻する場合、レッスン開始時間までに当スタジオまでメールでご連絡ください。その

際の返信は致しません。事前の連絡がない場合は、当日当スタジオから確認のご連絡をさせて頂く場合がありま

す。 

 

 

第２０条（休講） 

本講座当日、もしくはそれまでに自然災害や講師の急病・交通機関の乱れにより連絡なく休講になる場合があり

ます。その場合、返金は行いませんが、同じ内容の講座が実施される場合のみ振替受講が可能です。なお、指導

者育成講座のグループレッスンのみ、休講の翌週の同じ曜日と時間で振替講座を開催いたします。ただし、その

振替講座も休講になった場合の振替講座は開催いたしません。 

 

 

第２１条（代講） 

講師の都合により、本講座は予告なく代講になる場合があります。その場合、講座の振替や返金は一切行いませ

ん。 

 

 



第２２条（講座の振替） 

受講者が講座にやむを得ない事情により出席できない場合において、当スタジオが認める場合は、別の日程をも

って開催される同一の内容の講座に振替えて出席をすることができます。その際はメールによる事前予約が必要

となり、当スタジオの返信をもって予約成立とします。振替受講の有効期限は、退会成立日か退会がない講座は

欠席した日から 1年以内となります。ただし、女性限定レッスンへの男性受講者の振替受講は不可とします。 

  

 

第２３条（メンバーシップ制レッスンの休会） 

原則的に休会の対応はいたしません。振替受講をご利用ください。特例として妊娠 7 週目から 20 ヶ月間（妊娠

発覚から産後約 1年程が目安）は無料で休会が可能となります。さらにその期間は、個人レッスン単発受講料が

講師を問わず 3万円になります。 

 

第２４条（メンバーシップ制レッスンの退会） 

メンバーシップ制レッスンの退会には、退会の申し込みと退会希望日の月額受講料及び退会料(入会時月額受講料

の額)の支払いが必要となります。（ただし、毎月 1回開催のメンバーシップ制個人のみ、退会料は入会時月謝の

半額となります。）月額受講料と退会料をお支払頂いた日（メールでの申し込みは銀行振込のみ対応）に月額受

講料の支払い義務が消滅し、退会成立日となります。その際の受講資格は退会成立日から月末までとなります。

なお、在籍中のメンバーシップ制レッスンから別のメンバーシップ制レッスンに移籍する際に月額受講料の支払

いが途切れる場合は退会となり、上記退会と同じ手続きと支払いが必要となります。 

 

 

第２５条（講座開催の中止もしくは変更） 

本講座の申込者が最低催行人数に満たない場合、当スタジオ等は講座の開催の日の１週間前までに、既に受講申

込みのあった者に通知をし、講座の開催を中止もしくは開催場所、時間、時期などの変更をすることができます。

中止の場合、既に支払いのあった受講料の未受講分はその全額を返金するものとします（なお、その他に受講者

に生じる損害がある場合でも、当スタジオ等はその賠償の義務を負わないものとします。）。 

 

  

第２６条 (会場の変更等) 

本講座の会場は、経営上の理由等により、移転する場合があります。この場合、当スタジオは契約を締結してい

る受講者について、移転先における契約への変更ができるものとします。  

 

 

第２７条（遺失物） 

当スタジオでの遺失物は、発見日より 2週間後に処分を致します。 

 

 

第２８条（設備の使用） 

当スタジオの設備、備品はレッスンに必要最低限と認められる範囲での使用に限ります。受講生が無断で私的に

使用した場合は、別途定める使用料の倍額を徴収します。 

 

 



第２９条（講座修了等の要件）  

本講座の全カリキュラムを履修の上、所定の要件を満たした方のみ受講修了となります。なお、本講座が資格の

認定を受けうる講座であっても、受講修了をした上で当スタジオが別に定める要件を満たした場合に限り資格の

認定を受けられるものとします。 

 

 

第３０条（資格の認定） 

本講座が全米ヨガアライアンスの資格認定に関する講座である場合、本講座の修了は全米ヨガアライアンスの資

格認定の申込み要件を保障するものであり、資格認定を代行するものではありません。全米ヨガアライアンスか

らの資格認定には受講者各自で全米ヨガアライアンスへ登録申込み及びそれに関わる費用負担が別途必要とな

ります。 

 

  

第３１条（本人特定情報の非公開） 

当スタジオは、利用者の個人を特定できる項目（氏名、住所、電話番号、メールアドレス等）の情報(以下「本人

特定情報」といいます)を利用者の承認なしに第三者には公開しないものとします。但し以下に該当する場合は免

責されます。  

 

（１）利用者自らが第三者に対して個人情報を明らかにする場合 

 

（２）本人特定情報以外の内容により、期せずして本人が特定できてしまった場合 

 

（３）国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して協

力する必要がある場合 

 

（４）利用者本人から明示的に第三者への開示または提供を求められた場合 

 

（５）その他、本講座を円滑に開催するために必要であると当スタジオが合理的に判断した場合 

 

 

第３２条（秘密保持） 

利用者は、本講座及び相談業務を利用するにあたり、当スタジオ等や他の利用者より開示されたそのプライバシ

ーに関わる情報を秘密として扱うものとし、これらの情報を使用し、又は第三者に開示することを禁じます。 

 

  

第３３条（遵守事項） 

利用者は、本講座及び相談業務を利用するにあたり、次に掲げる事項を遵守しなければなりません。 

 

（１）当スタジオ等及び講師の指示に従うこと及び他の利用者の迷惑になるような行為、言動等をしないこと。 

 

（２）本講座及び相談業務を利用において知り得た内容につき、その完全性、有用性、正確性、将来の結果等に

ついて、当スタジオ等及び講師に一切の責任を求めないこと。 



 

（３）他の利用者に対して、マルチレベルマーケティング、ネットワークマーケティング、その他連鎖販売取引

への勧誘、宗教等への活動の勧誘、商品及びサービス等の購入の勧誘並びにセミナー等への参加への勧誘（これ

らの勧誘とみなされる一切の行為を含む）を行わないこと。 

 

（４）スタジオ内で講師や他の利用者に対して、連絡先や利用者個人を特定しうる情報の提供を要求しないこと。

利用者同士が個別に連絡をとった場合のトラブルなどの責任を当スタジオは一切負わないものとします。 

 

 

第３４条（利用資格の失効） 

次に掲げるいずれかの事由に該当した場合には、本講座及び相談業務の利用資格を失効し、その後、当該講座並

びに当スタジオ等の如何なる講座および相談業務の利用もできなくなります。また、失効した場合においても、

受講料および相談料の返金は一切しません。メンバーシップ制レッスン受講中の場合は、さらに解約料（１ヶ月

分の受講料）が発生いたします。 

 

（１）本規約又は法令に違反した場合。 

 

（２）公序良俗に違反し、又は犯罪に結びつくおそれのある行為を行った場合。 

 

（３）当スタジオ等又は当スタジオ等の利害関係人に対し、誹謗中傷をしたと認められる事実がある場合。 

 

（４）受講態度等が不適切と講師が判断した場合。 

 

（５）本講座及び相談業務の利用申込み、その他当スタジオに伝えた情報に虚偽の内容がある場合。 

 

（６）当スタジオ等の事業活動を妨害する等により当スタジオ等の事業活動に悪影響を及ぼした場合。 

 

 

第３５条(地位の譲渡) 

本講座及び相談業務利用者の地位を第三者に譲渡することを禁じます。また、利用者が死亡した場合、利用資格

は失われるものとし、地位の承継は一切できません。 

 

 

第３６条(損害賠償) 

利用者は、本規約及び法令の定めに違反したことにより、当スタジオ等及び講師を含む第三者に損害を及ぼした

場合、当該損害を賠償する責任を負うものとします。また、利用者と他の利用者その他の第三者との間で紛争が

発生した場合は、利用者は自己の責任と負担において、当該紛争を解決するとともに、当スタジオに生じた一切

の損害を補償するものとします。 

 

  

第３７条（免責事項） 

 



（１）本講座および相談業務は、一定の目的を達することや治療効果を保証するものではなく、また正確性、利

便性、有用性、完全性等を保証するものでもありません。 

 

（２）本講座および相談業務の遅滞、変更、中断、中止、情報等の流失又は消失その他本講座に関連して発生し

た利用者又は第三者の損害について、当スタジオ等は一切の責任を負わないものとします。 

 

（３）当スタジオは、本講座および相談業務の利用または本規約に関連して不可抗力または当社の責めに帰すべ

からざる事由により発生した利用者の損害に対し、いかなる責任も負わないものとし、一切の損害賠償をする義

務はないものとします。 

 

（４）当スタジオ内での事故や盗難、紛失等に関していかなる責任も負わないものとし、一切の損害賠償をする

義務はないものとします。 

 

（５）当スタジオでは、小型犬を飼育しています。当スタジオ入場時および退場後に発生したアレルギー反応な

どの動物に関する身体的および精神的諸症状に関していかなる責任も負わないものとし、一切の損害賠償をする

義務はないものとします。 

 

  

第３８条（利用者の責任） 

 

（１）利用者は、本講座および相談業務の利用により知りえた情報等を当スタジオの許諾を得ることなく、個人

として私的な目的に利用する以外に使用しないものとします。 

 

（２）利用者の故意もしくは過失、法令または公序良俗に反する行為、または利用者が本規約を守らないことに

より当社が損害を被った場合、当社は利用者に対し損害賠償を請求することがあります。 

 

（３）利用者が申告した住所や連絡先などに移転などによる変更があった場合は、速やかに当スタジオに申告す

るものとする。 

 

 

第３９条（条項等の無効） 

本規約の条項のいずれかが管轄権を有する裁判所によって違法又は無効であると判断された場合であっても、当

該条項以外の本規約の効力は影響を受けないものとします。 

 

  

第４０条（協議事項） 

本規約の解釈について疑義が生じた場合又は定めのない事項については、信義誠実の原則に従い協議の上、円滑

に解決を図るものとします。 

 

 

 第４１条（合意管轄） 

本規約は、日本法に準拠し解釈されるものとします。本講座および相談業務に関して訴訟の提起、調停の申立て



等が必要になった場合、甲府地方・家庭裁判所を専属的合意管轄裁判所とします。 

 

以上 

 

 

附則 

2018年 11月 12日 制定・施行 

2019年 3月 26日 改定・適用 

2019年 4月 25日 改定・適用 

2019年 6月 20日 改定・適用 

2019年 8月 21日 改定・適用 

2019年  9月 3日 改定・適用 

2019年 11月 5日 改定・適用 

2019年 11月 22日 改定・適用 

2019年 12月 6日 改定・適用 

2020年  3月 1日 改定・適用 

2020年 3月 26日 改定・適用 

2020年 7月 19日 改定・適用 

2020年 12月 23日 改定・適用 

2021年  7月 3日 改定・適用 

 

  


